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１．道路交通騒音の現状 

遮音壁の設置、排水性舗装の敷設、および自動車

単体から発生する騒音の規制等により、騒音(道路に

面する地域)の環境基準達成率は、平成12年度の約

77%から平成23年度の約92%に向上した1)。しかし、

従来の対策だけでは短期間に100%を達成することは

困難なため、新たな発想での対策も必要である。図

-1は、公道における大型車の騒音の測定値を示す。

図-2の模式図に示すように高騒音車の騒音の大きさ

は、静かな車の10台分を超える。 

２．さらなる道路交通騒音対策へ 

高騒音車を静かな車に転換する施策に資すること

を目標に、以下の調査を行っている。 

[低公害車の騒音] 試験走路で測定した低公害車（中

型車。大分類では大型車類。)の騒音は、平均的な自

動車の騒音の1/3程度（＝-5dB）となった2）(図-3)。 

[高騒音車の騒音] 国内の複数の箇所で騒音を測定

し、高騒音車を抑制した場合の効果を試算している。

図-4の例では、上位10%の高騒音車を抑制することで、

日平均的な騒音レベルは1.3dB程度減少し、深夜から

早朝の突発的に大きな騒音がなくなる。 

[静かな運転の啓発] 走行時の速度・加速度の抑制は、

騒音・振動の低減、使用燃料の削減、事故・ロード

キルの減少・防止、路面劣化の抑制、および車両の

劣化の抑制（一石七鳥）が期待できる。アンケート

調査の結果、運送業関係者はエコドライブへの意識

が高いが，周囲の交通の流れに合わせている実情が

明らかになった。静かな運転を広めるためには運送

事業者のみならず全ての運転者への啓発が必要と考

え、有効な方法として横断幕を提案・設置し、その

効果を把握することとしている(図-5)3)。 

 

1) 環境省:平成23年度自動車交通騒音実態調査報告, 環
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工学会研究発表会講演論文集 ,Vol.2011, 秋季 , 
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図-1 大型車の公道での騒音． 
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図-2  高騒音車と静かな車． 
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図-3  中型車の試験走路での騒音． 
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図-4  現場での 24時間測定例． 

 

 

図-5  静かな運転を啓発する横断幕の案． 
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１．はじめに  

近年、沿道大気環境は大気汚染防止法及び道路運

送車両法に基づく自動車排出ガスの規制強化や、自

動車NOx・PM法に基づく大都市圏におけるディーゼル

車使用制限・後付けPM低減装置一斉導入、道路管理

者による交通流改善・大気浄化技術の試行的導入な

どにより、大幅に改善されつつある。一方で、2010

年度現在でもNO2大気環境濃度の環境基準が非達成

となっている自排局もいわゆる激甚交差点を中心に

数箇所残存する状況である。 

国総研では、今後重点的に実施すべき沿道大気環

境対策を抽出するため沿道大気環境の現状と将来推

移を適切に把握するための調査研究を実施している。  

２．沿道大気環境の現状把握調査  

 国総研では、日交通量が数万台規模の幹線道路沿

いの道路端及び背後地(道路端から約200m)における

NO2・SPM・PM2.5の四季調査を実施している。調査結

果の一例を図１に示す。これより、道路端のNO2濃度

は背後地に比べて2倍程度と高い一方、SPM・PM2.5濃

度は道路端と背後地でほぼ同値で時間変動している

ことがわかる。 

 

図１ 沿道周辺での大気調査結果（一例） 

３．沿道大気環境の将来推移の試算  

自動車排出ガス規制はこれまで段階的に強化され

てきたものの、規制は新車のみ適用されるため、こ

れらの規制適合車が社会浸透するには十数年かかる。

このため、今後の新車への更新により環境負荷が更

に軽減されると見込まれる（図２参照）。 

国総研では、交差点周辺における環境負荷の将来

推移について各種対策効果を踏まえて試算した。試

算結果の一例を図３に示す。これより、環境負荷は

2020年までに大幅に削減すること、その主たる要因

は排ガス規制適合車の社会浸透であることがわかる。 

 

図２ 貨物車の排ガス規制年別シェア 

 

図３ 交差点周辺のNOx排出量推定結果（一例） 

４．今後の方向性  

これらの研究成果から、今後の沿道大気環境対策

は、物質的にはNOxのみに特化し、対策的にはより厳

しい排ガス規制適合車を迅速に社会浸透させること

を重点的に推進すべきであると考える。 
【参考】 国総研資料 No.671 pp.4-3～5, 6-1～7  
http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn0671.htm 

0

20

40

60

80

100

120

0 20 40 60 80 100 120

道
路
端
に
お
け
る
沿
道
濃
度

N
O

2濃
度

[p
pb

], 
SP

M
・

PM
2.

5濃
度

[μ
g/

m
3 ]

背後地における沿道濃度

NO2濃度[ppb], SPM・PM2.5濃度[μg/m3]

一般国道(4車線)における秋季・冬季調査

NO2
SPM
PM2.5

y=x

807,774 , 13%

1,550,773 , 
26%

759,044 , 13%

1,131,679 , 
19%

878,769 , 15%

853,259 , 14%

ポスト新長期規制

新長期規制

新短期規制

長期規制

短期規制

短期規制以前

2005年に導入された

世界最高水準である

新長期規制に適合

する貨物車普及率は

未だ約4割。

(2012年3月末時点)

12,090 

6,385 

3,672 

5,342 
8,198 

354 211 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

2010年
(平成22年)

2015年
(平成27年)

2020年
(平成32年)

N
O

x排
出
量

[g
/日

]

一般国道同士の交差点周辺における推定

光触媒による

削減効果

交通流対策に

よる削減効果

単体規制によ

る削減効果

NOx排出量
47%減

70%減

削
減
効
果

削
減
効
果

写真 写真 写真 

70

80

90

100

12 18 0 6

騒
音

レ
ベ

ル
[d

B]
   

   
   

   
 

時刻

深夜から早朝

の高騒音車

上位

10%値

図-4  現場での 24時間測定例． 図-5  静かな運転を啓発する横断幕の案．
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